
 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 厚生労働省関係の主な制度変更をチェックしておきましょう 

厚⽣労働省から、令和５年度の労働保険の年度更新について、お知らせがありました。そのポイ
ントを確認しておきましょう。 

令和５年度がスタートしたところですが、さまざまな制度変更が⾏われ、新しい制度での⾏政
の運営が本格化していきます。令和５年４⽉からの厚⽣労働省関係の制度変更にはどのようなもの 

があるのか？ 企業実務に影響がありそうな事項をチェックしておきましょう。 
････････････････････令和５年４月からの厚生労働省関係の制度変更 重要事項をチェック･･････････････････ 

令和５年度労働保険の年度更新 令和４年度確定保険料の算定方法に注意 

★おおむね、これまでにも紹介していた制度変更ですが、今⼀度確認しておきましょう。対応についてご不明
な点は、気軽にご相談ください。 

□ 月 60 時間を超える時間外労働の割増賃金率の引上げ（中小企業） 

【主な対象者：中小企業で働く労働者とその使用者】 

・中⼩企業の⽉ 60 時間を超える時間外労働に対する割増賃⾦率を 25％から 50％に引き上げる。 
□ 賃金のデジタル払い制度の開始【主な対象者：事業者、労働者等の関係者】 

・従来から認められていた銀⾏⼝座等に加え、厚⽣労働⼤⾂が指定する資⾦移動業者の⼝座への賃⾦⽀払
を認める。 

□ 男性労働者の育児休業取得状況の公表の義務化 

【主な対象者：常時雇用する労働者が 1,000 人を超える企業】 

・従業員が 1,000 ⼈を超える企業の事業主は、男性労働者の育児休業等の取得状況を年１回公表すること
が義務付けられる。 

□ 雇用保険料率の変更【主な対象者：労働者及び事業主】 

・令和５年度の失業等給付に係る雇⽤保険料率を６／1,000 とする（令和４年 10 ⽉〜
令和５年３⽉は５／1,000）。 

 ※これを労使折半する。合わせて、育児休業給付に係る分を労使折半し、⼆事業に
係る分を事業主が負担する。 

⇒⼀般の事業における雇⽤保険料率（令和５年度）は、15.5／1,000（労働者負担分 
は６／1,000、事業主負担分は 9.5／1,000）となる。 

･･････････････････････････････令和５年度労働保険の年度更新のポイント･･････････････････････････････ 

★通常の企業は、⼀元適⽤事業に当たります。令和４年度の確定保険料の算定⽅法が例年とは異なる⼿順とな
りますので、注意したいところです。⾃社で年度更新の⼿続を⾏っている場合には、不明な点が出てくるかも
しれません。その際には、気軽にお尋ねください。 

□ 令和５年度の年度更新期間は、令和５年６月１日（木）～７月 10 日（月） 

□ 注意点：令和４年度確定保険料算定方法 

令和５年度労働保険の年度更新では、令和４年度の雇⽤保険率が年度途中で変更されたことに伴い、令和
４年度の確定保険料の算定⽅法が、次のように、適⽤事業の種類によって異なってきます。 
●「⼀元適⽤事業」及び「⼆元適⽤事業（雇⽤保険）」の場合は、保険料算定基礎額と保険料額を労災保険分
と雇⽤保険分ごとに、前期（令和４年４⽉１⽇〜同年９⽉ 30 ⽇）と後期（令和４年 10 ⽉１⽇〜令和５年３
⽉ 31 ⽇）に分けて算出します。 
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令和５年３⽉ 30 ⽇、「労働基準法施⾏規則及び労働時間等の設定の改善に
関する特別措置法施⾏規則の⼀部を改正する省令（令和 5 年厚⽣労働省令第 39 号）」などが
公布され、令和６年４⽉１⽇から、無期転換ルール及び労働契約関係の明確化が図られるこ
とになりました。厚⽣労働省のリーフレットから、そのポイントを紹介します。  

･･････････････厚労省のリーフレット「2024 年４月から労働条件明示のルールが変わります」より･･････････････ 

★施⾏は少し先ですが、改正の概要は知っておきたいところです。必要であれば、リーフレットなどを交えて
説明させていただきます。気軽にお声掛けください。 

〈補⾜〉これに伴い、厚⽣労働省の「モデル労働条件通知書」も改正される模様です。 

あとがきટઠડつちはし事務所より 
ટઠડ今月の事務所通信では、令和５年度からの厚生労働省関係の制度変更や重要事項のおさらい

をしましたが、税制に関しては今年 10 月からインボイス制度が始まるという大改正が予定

されています。インボイス制度とは、消費税の仕入税額控除の方式のこと。消費税の仕入税

額控除を受けるためには、「適格請求書発行事業者」が発行する適格請求書（インボイス）が

必要になるというもの。この「適格請求書発行事業者」になるためには、登録申請書を提出

し、登録を受ける必要があります。この制度変更に対応するため、請求システムやレジシス

テムの変更を余儀なくされる会社も多いかと思います。その対応のために下記の補助金の利

用を検討してはいかがでしょう。いずれも公募期間がありますので、HP でご確認ください。 

（１）小規模事業者持続化補助金  （２）IT 導入補助金 

ટઠડ新型コロナウイルスも、いよいよ GW 明けの 5 月 8 日より「2 類相当」から、インフルエ

ンザと同等の「5 類」に引き下げられます。会社としてはどんな準備が必要でしょうか。ま

ず考えられるのは行動制限の解除、今までは本人がり患した場合だけでなく濃厚接触者など

も大きく制限を受けてきましたが、今後はインフルエンザと同様、濃厚接触者やり患しても

無症状の人などの行動制限はなくなると考えられます。では具体的に会社のルールはどのよ

うに見直すべきか。就業制限だけではなく、マスクや手洗いのルール、昼休みの黙食、 

アクリル板の設置や会議開催のルール、出張のルール、在宅勤務のルール等 

あらゆるルールの見直しを検討する必要がありそうです。御社の中ではどんな 

ルールの見直しが必要か、リストアップをお願いします。 

発行：つちはし社会保険労務士事務所 TEL 088-611-5558 FAX 088-611-5580 

令和６年４月からの無期転換ルール及び労働契約関係の明確化 


